
 

 

令和５年３月１７日 

 

 

 

報道機関各位 

 

 

青森県企画政策部地域活力振興課 

 

 

 

札幌大学・東京農業大学と「就職支援に関する協定」を締結しました 

 

 県では、県外に進学した本県出身学生等の本県への就職・定着を促進していくため、

学生に最も身近な大学等との連携を強化することとしています。 

この度、本日付けで札幌大学並びに東京農業大学と「就職支援に関する協定」を締

結いたしましたので、お知らせします。 

本県の協定締結は、今回で２３、２４校目となり、札幌大学は北海道における初め

ての締結校となり、また、札幌大学にとっても本県が初めての協定締結県となります。 

県では、この協定締結を契機に、両大学と連携・協力し、学生、保護者等に対して

県内の企業情報や、奨学金返還支援などの各種制度を周知することにより、本県への

就職・定着の一層の促進を図っていきますので、本件に係る報道について、御協力く

ださるようお願いします。 

  

 ※協定締結式等の式典は行いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ID：    ） 

 

 

報道機関用提供資料 

担 当 課 

担 当 者 

地域活力振興課 移住・交流推進Ｇ 

副参事（ＧＭ） 大中 幸子 

電話番号 直通：017-734-9174 又は県庁内線 2734 

報 道 監 企画政策部 次長  美濃谷 邦康 



＜参考＞ 

 

１ 県外大学との協定締結状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 連携協力の内容 

（１）学生に対する県内の企業情報、生活情報、各種イベント等の周知に関すること。 

（２）学生のインターンシップ受入に関すること。 

（３）保護者向けの情報提供及び周知に関すること。 

（４）学生のＵＩＪターン就職に係る情報交換及び実績把握に関すること。 

（５）その他目的を達成するために必要な事項に関すること。 

締結式等

締結方法

1 専修大学 平成28年12月22日 締結式（専修大）

2 日本大学 平成29年2月28日 書面

3 東北工業大学 平成29年11月6日 締結式（県庁）

4 拓殖大学 平成30年1月26日 書面

5 国士舘大学 平成30年1月26日 書面

6 尚絅学院大学 平成30年11月14日 締結式（県庁）

7 立正大学 平成30年12月13日 締結式（県庁）

8 神奈川大学 平成31年2月18日 書面

9 中央大学 平成31年2月18日 締結式（県庁）

10 創価大学 平成31年2月18日 締結式（県庁）

11 創価女子短期大学 平成31年2月18日 締結式（県庁）

12 千葉商科大学 令和元年9月9日 書面

13 法政大学 令和元年12月17日 書面

14 学校法人片柳学園 令和元年12月17日
締結式（東京工科大学・
日本工学院専門学校）

15 東洋大学 令和2年8月3日 書面

16 大東文化大学 令和2年8月3日 書面

17 日本工業大学 令和2年8月3日 書面

18 駒澤大学 令和2年11月19日 書面

19 東海大学 令和2年11月19日 書面

20 東北学院大学 令和3年12月17日 書面

21 東北福祉大学 令和4年3月17日 書面

22 仙台大学 令和4年9月21日 締結式（県庁）

23 札幌大学 令和5年3月17日 書面

24 東京農業大学 令和5年3月17日 書面

No. 大学名 締結年月日



 

３ 大学の概要等 

 札幌大学 東京農業大学 

 

 

 

 

概要 

創立 昭和 42 年 明治 24 年「育英黌農業科」設立 

所在 
北海道札幌市豊平区西岡３条 

７丁目３番１号 

東京都世田谷区桜丘一丁目 

一番一号 

学長 
大森 義行氏（令和元年 11 月～） 

北海道出身、電気工学 

江口 文陽氏（令和 3 年 4 月～） 

群馬県出身、森林総合科学 

学部 

地域共創学群 人間社会学域 
（経済学、経営学、法学、英語、ロ

シア語、歴史文化、日本語・日本

文化、スポーツ文化、リベラルア

ーツ専攻） ※大学院あり 

農学部、応用生物科学部、 

生命科学部、地域環境科学部、 

国際食糧情報学部、生物産業学

部 ※大学院あり 

学生 

の 

状況 

学 生 数 2,969 名（令和 5 年 2 月現在） 12,466 名（令和 4 年 7 月現在） 

県出身者数 87 名 86 名 

協定締結の状況 なし 11自治体と締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


